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債務者の営業許可証を取消されても、債権者の権益を保護できるか

一、事実経緯

　2007年3月19日、コンクリート生産を主とする世宇会社は、浦東新区のある工事の施工者である成程会社とコンクリート供給契約を締結しようとしていたが、成程会社の法定代表者である成氏は、浦建会社と世宇会社との間でコンクリート供給契約を交わすよう求めた。

　契約後、世宇会社は、上記工事に総額263万元余りものコンクリートを供給した。同年9月14日、世宇会社は浦建会社宛代金支払い催促状を送り出したが、浦建会社は、所謂「浦建会社」と世宇会社との間で交わされたコンクリート供給契約は、他人が偽造した浦建会社の社印で作成されたものであるため、浦建会社と関係がないと書面で返答した。

　世宇会社が、急いで成程会社の法人代表者である成氏に質したら、成氏は、世宇会社がコンクリートを供給した工事は成程会社と他の三人との共同事業であり、工商局に登記されていないことを理由に、言い逃れた。しかし、世宇会社が工事にコンクリートを供給した事実を否認できない成氏は世宇会社宛「代金返済承諾状」を発行し、他のパートナー3人と連名でその承諾状に、世宇会社への代金263万元余り未返済を確認した。

　2007年11月、成氏らは代金返済を履行しなかったので、世宇会社は成氏らを浦建会社の社印を偽造した契約締結者として、契約詐欺罪の疑いで公安当局に立案を申請した。公安当局は審査後不立案とした。

二、裁判経緯

　2008年3月10日、世宇会社は、成程会社が返済承諾状に記載した代金263万元余りを支払わなかったことを理由に、浦東新区裁判所に支払い請求を提訴した。審理後裁判官の指導の下で、最終的に双方は、成程会社が263万元余りの代金を分割支払う義務を負うことで合意した。

　2009年3月13日、成程会社が2008年8月から同年11月29日まで世宇会社に83万元余りしか支払わなかったため、世宇会社は裁判所に強制執行を申し立てた。しかし、執行裁判官が調査したところ、被執行人である成程会社の名義下に株券や銀行貯金、不動産などの財産情報がないため、同年9月10日に執行手続きを終結させるという裁定を下した。

2012年2月28日、世宇会社は、成程会社の営業許可証が2010年7月27日に取り消されたが、未だ抹消されていないという工商情報を入手した後、浦東新区裁判所に強制清算申請書を申し立てた。

裁判所は、成程会社は営業許可証の取消が「会社法」に定める解散事由に該当したが、法により15日以内に清算委員会を成立させて清算を行わないため、世宇会社が裁判所に清算の組織を申請することが受理条件に合致すると認定したうえ、成程会社の清算委員会及び構成メンバーを成立させるという決定書を出した。

　2012年7月5日、清算委員会は、審査意見をまとめ、本件において世宇会社が有する債権439万元余りを確認し、成程会社の株主に清算委員会への財務諸表や社印などの資料提供を求めたが、財務諸表などの重要な資料を入手できなかったため、清算作業が止まった。

裁判所は、成程会社の清算義務者による義務履行怠慢で会社の主な帳簿、重要書類等を紛失し、成程会社の法人資格が清算手順の終結によって終止されたが、成程会社の債権者は別途最高裁の関連司法解釈に基づいて成程会社の清算義務者にその債務を償還する責任を求めることができると認めた。

2012年10月8日、世宇会社は、成程会社の清算義務者である株主２人（成氏とその父親）を被告として成程会社の債務439万元（支払延滞違約金を含む）、受理費及び強制執行費等に対する連帯責任を負うよう裁判所に訴えた。

　2012年12月10日、開廷の審理において、原告である世宇会社は、成程会社の清算義務者である株主2人(成氏とその父親）による義務履行怠慢で会社の主要帳簿、重要書類等を紛失し、会社の法人資格は清算手順の終結によって終止されたが、成程会社の債務に対する連帯責任を負うよう主張した。

　　

　被告である成氏とその父親は、原告が主張する責任が会社間の責任であるため、会社の株主とは関係を有せず、原告が援引する根拠となる司法解釈が債務者の株主に適用せず、債務者の財務担当者による清算不能のみに適用すると原告の訴訟請求を退けると求めた。

　本案の審理中で、裁判所が双方当事者の請求によって、民事調停書を発行した。その調停書では、双方の自主の意思で以下の通り合意し、すなわち、被告2人が共同で原告に250万元を分割払いで支払い、2012年12月31日までに100万元、翌年2月9日までに150万元を支払う。被告2人が期限通り分割支払わない場合、原告は上記総額について裁判所に強制執行を申請することができると確認された。

　上記民事調停書締結後、被告2人が約束通り上記総額を支払った。長い歳月に及んだ本案もようやく終止符を打つことができた。
三、コメント

１、有限会社の営業許可書が取り消された後、法定清算義務が付けられる株主が会社の債務に対する連帯責任を負うか否かについて、下記の二つの事由を前提としなければならない。（1）株主が清算義務の履行を怠るか否か、（2）株主による義務履行怠慢で会社は清算活動を行うことができなくなるか否か。

２、会社法第181条の規定に基づき、法により営業許可証が取り消された場合は会社解散の原因の一つである。同法第184条の規定に基づき、解散事由が生じた日から15日以内に清算委員会を成立させ、清算を開始しなければならない。期限内に清算委員会を成立させて清算を行わない場合、債権者は、裁判所に関連人員を指定して清算委員会を設置し、清算を行わせるよう申請することができる。

会社法解釈（二）第18条第2項に基づき、有限責任会社の株主、株式会社の董事及び支配株主が義務履行を怠ることにより会社の主要財産、財務諸表、重要な書類等を紛失し、清算を行うことができなくなり、債権者はその会社の債務に対する連帯責任を主張する場合、裁判所は法によってそれを支持しなければならない。

３、本案の裁判所は、本案における独立の法人格をもっている成程会社においてもその形式的独立性を貫くことが正義公平に反すると認め、世宇会社との契約紛争の解決のために成程会社の独立性を否定して、成程会社とその背後にある株主2人(成氏とその父親）とを同一視し、株主2人(成氏とその父親）にも成程会社の抱える債務を負わせようとする「法人格否認の法理」に基づいて、審理を行った。
４、アメリカの判例理論に由来する「法人格否認の法理」は1969年の日本最高裁判所第一小法廷判決によって初めて採用された。以降、日本の裁判例での採用が相次いだが、日本法のもとではこれは明文化されておらず学説、判例の次元でのものである。しかし、中国の会社法はこれを明文化した。

一般租税回避防止管理弁法（試行）についての解説

2014年12月2日、国家税務総局は「一般租税回避防止管理弁法（試行）」（以下、弁法という）を公布し、2015年2月1日より施行する。
一、背景

2008年公布の「企業所得税法」及び実施細則、「特別納税調整実施弁法（試行）」など法律法規に一般租税回避防止管理の原則的な規定しかなく、具体性に欠けていた。「弁法」の公布は一般租税回避防止のために具体的な手順を提供するだけでなく、より透明、統一及び公平的な一般租税回避防止のメカニズムを作り上げるためにある。
二、適用範囲と判断基準

１、「弁法」は、税務機関は企業所得税法第47条、企業所得税法実施条例第120条に基づき、企業が実施する合理的な商業目的を有せず、税収利益を獲得する租税回避スキームに対して特別納税調整の実施に適用する。但し、下記に列挙する情況は「弁法」に適用しないとする。

(1) クロスボーダーでの取引或は海外取引支払と関係しないスキーム
(2)脱税、徴税逃避、税収騙し取り、納税拒否、及びインボイス不正発行などの税収違反行為。

２、税金回避スキームの特徴は以下の通りである。
(1)税収利益獲得を唯一の目的或いは主要目的とする。
(2)形式的には税法の規定に合致するが、その経済実質には合致しない手段により税収利益を獲得する。

　税収利益とは、納付すべき企業所得税の税額の減少、免除或いは納付遅延をいう。

　
三、税務機関による調整方法

　税務機関は合理的な商業目的とする、経済実質に類似するスキームを基準とし、形式より実質を重視する原則に従って、以下の通り、特別納税調整を行う。

(1)実施した全部或いは一部の取引に対して新たに定性を行う。
(2)税収上において取引先の存在を否定し、或いは当該取引先を他の取引先と同一実体と見做す。
(3)関連所得、控除、税収優遇、海外税収相殺等に対して新たに定性を行い、或いは取引先の間で再分配を行う。
(4)その他の合理的な方法

　但し、企業の手配が定価移転、費用分担、被支配外国企業、資本弱化等その他の特別納税調整範囲に属する場合、まずはその他の特別納税調整関連規定を適用する。

四、一般租税回避防止管理プロセス

１、各レベルの主管税務機関は、実際の業務情況を踏まえて、企業所得税確定申告、納税評価、同期資料管理、対外支払い税務管理、持分譲渡取引管理、税収協定執行などの各種データ資源を応用することで、迅速に一般租税回避の疑いを発見する。

２、主管税務機関は、租税回避恐れのある企業を発見した場会、省レベル税務機関に報告し、審査同意を経て、税務総局に立案を申請する。

３、省レベル税務機関は税務総局が形成した立案申請審査意見を主管税務機関に移送する。税務総局が立案を許可した場合、主管税務機関は一般租税回避防止の調査を実施する。

五、調査•案件終結段階における調査対象企業の異議権

1、調査段階における調査対象企業の異議権

　主管税務機関は一般租税回避防止調査を実施する際に、調査対象企業に「税務検査通知書」を送達しなければならない。

　調査対象企業はそのスキームが「弁法」にいう租税回避スキームに該当しないと主張した場合、「税務検査通知書」を受け取った日より60日以内に下記に列挙する資料を提供しなければならない。

(1)スキームに関する背景資料；

(2)スキームの商業目的等に関する説明書類；

(3)董事会決議、覚書、電子メール等の手配の内部決定と管理資料；

(4)契約、補足協議、受領•支払い証憑等のスキームに関する詳細な取引資料；

(5)その他の取引先との連絡情報；

(6)そのスキームが租税回避手配に属しないことを裏付けるその他の資料；

(7)ぞの他税務機関が指定する提供すべき資料。

2、案件終結段階における調査企業対象の異議権

(1)調査対象企業が「特別納税調査初歩調整通知書」を受け取った日より7日以内に異議を申し立てなかった場合、主管税務機関は「特別納税調査調整通知書」を送付しなければならない。

(2)調査対象企業が「特別納税調査初歩調整通知書」を受け取った日より7日以内に異議を申し立てたが、主管税務機関が審査を経て採用不可と判断した場合、主管税務機関は調査対象企業の異議や採用不可意見及び理由を省レベル税務機関に報告し、許可を得た上、再び税務総局に案件終結を申請する。

(3)調査対象企業が「特別納税調査初歩調整通知書」を受け取った日より7日以内に異議を申し立て、主管税務機関が審査を経て調整方案を修正する必要があると判断した場合、主管税務機関は調査対象企業の異議や修正後の調整方案を省レベル税務機関に報告し、許可を得た上、再び税務総局に案件終結を申請する。

六、争議処理

1、調査対象企業は主管税務機関が実施する一般租税回避防止調整の決定に不服した場合は、関連法令法規に基づいて法律救済を申請することができる。

2、主管税務機関が実施する一般租税回避防止調整方案により国内二重徴税が発生した場合、税務総局は統一組織し、協調解決する。

3、調査対象企業は、中国の税務機関が実施した一般租税回避防止調整により国際二重課税、或いは租税協定の規定に合致しない徴税を致したと認めた場合、租税協定及びその関連規定に基づいて相互協議プロセスの発動を申請することができる。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	「一般租税回避防止管理弁法（試行）」『重要法規解説』ご参照下さい
	2015/02/01

	2
	国務院安全生産委員会の労働密集型企業消防安全専項処理業務の展開に関する通知现行有效外汇管理主要法规目录（截至2013年7月31日）


	2014/12/02

	3
	国家工商行政管理総局の新版「商標登録証」様式に関する公告
	2014/12/02

	4
	人力資源社会保障部の就業服務及び就業管理規定
	2014/12/23

	5
	財政部、国家税務総局の小型・零細企業の政府性基金徴収免除に関する通知
	2014/12/23

	6
	税関総署、商務部の「加工貿易禁止類商品目録」の公布


	2015/01/01

	7
	税関総署、商務部の2015年税関実施方案に関する通知
	2015/01/01

	8
	環境保護部の突発環境事件調査処理弁法
	2015/03/01


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は弊所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターを皆様へご参考までにお送りさせて頂いており、弊所弁護士の正式的な法的意見を構成してはおりません。法務をご必要の際は弊所弁護士へその旨を具体的にご相談下さいませ。

注③：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ弊所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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